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証明業務基準 (試案)
- カナダ基準と比較して-
児 嶋 隆
1.は じめ に
日本公認会計士協会次世代会計士保証業務研究会は,本年1月公認会計士
の多様な証明業務の包括的指針となる ｢証明業務基準 (試案)｣(以下
｢JICPA試案｣という｡)を公表し,広く意見を聴取することとした｡同研究
会は,将来の公認会計士の保証業務に関して研究するため,1998年3月に設
置されたもので,山浦久司明治大学教授の下に学者及び会員10名で構成され
る｡
JICPA試案は前文,解説および基準 (以下本文中では,それぞれ ｢｣を
用いる｡)から成っている｡｢解説｣によれば,JICPA試案作成に当たって,
(1)国際会計士連盟 (IFAC:InternationalFederationofAccountants)国際監
査実務委員会 ｢保証業務についての国際基準 (秦)(1)｣(1999年公表,以下
｢IFAC基準案｣という｡)および(2)アメリカ公認会計士協会監査基準審議会
｢証明業務基準書第 1号｣(1999年 1月改正,以下 ｢SSAE第 1号｣とい
う｡)が参考とされた｡本稿では JICPA試案をカナダ勅許会計士協会
(CICA:CanadianInstituteofCharteredAccountants)が1997年3月に公表
(1)IFAC,ExposureDraftonAssuranceEngagements,1999.
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した保証業務基準 (StandardsforAssuranceEngagements(2),以下
｢CICA保証業務基準｣という｡)との比較を行い,若干の考察を行う｡
なぜ,カナダか｡CICA保証業務基準は,IFACが1997年6月に公表した
｢情報の信頼性についての報薯｣と題する公開草案 (後に,上記 IFAC基準
案として再度公表された｡)の設定に大きな影響を及ぼし,一方で,CICA保
証業務基準はその内容から改正前 SSAE第 1号(1986年公表)の影響を受け
ていることが明らかである｡筆者は次世代会計士保証業務研究会の委員であ
り,JICPA試案の作成に関わったが,JICPA試案作成に当たり参考とした基
準とは別の視点,すなわちCICA保証業務基準と比較することは十分意義が
あると考える｡
2.比較の視点
JICPA試案とCICA保証業務基準は,ともに,一般基準,実施基準,およ
び報告基準に分かれている｡また,ゴシック文字で表記された基準とそれら
の説明となる基準から構成されていることも共通している｡CICA保証業務
基準では,一般基準の前に用語を定義するパラグラフが設けられているのに
対して,JICPA試案では用語の定義は各基準のなかに含まれているが,実質
的な相違ではない｡しかしながら,両基準の間には考察すべき相違点がいく
つかあるD以下では,今後わが国において証明基準と証明業務の検討に当た
り,有益と考えられる相違点,すなわち,(1)基準の位置付け,(2)証明対象,
(3)保証水準,および(4)レビュー報告書の留保事項について考察する.
(2)本稿中の引用では,福嶋詩 ｢カナダの保証業務基準 (StandardsforAssurance
Engagements)の抄訳｣,『保証業務 (assuraneservices)のフレームワークと会計士の
責任』(日本監査研究学会課題別研究部会,1999年,所収)を参考にした｡
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3.基準の位置付け
CICAが発行する加除式-ソドブックの ｢保証業務及び関連業務勧告書
(AssuranceandRelateServicesRecommendations)｣のイントロダクショ
ンは,｢5025節の保証業務基準勧告書 (本稿で取り上げた CICA保証業務基
準を指す一筆者注)は,実務会計士 (practitioner)が保証業務を実施する場
合に遵守しなければならない基礎的職業基準を構成する｣(3)とし,図 1を示
している(4)a
監査勧jg手番 公共セクターだけに レビュー 業務に関する節 ･財務情報への合意された手続
に関する節 適用される保証勧告書 の結果報告香 (9100節)
に関する節 ･調製業務 (9200節)
節 節 節 ･内部統制の弱点 (5220節)
5090-6550 PS5000-6420 8000-8600 他
図1 保証基準の適用可能性
(3)CICA,CICAHandbook-AssuranceasoJMarch1999,p.5009
(4)Ibid.p.5016.
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CICA保証業務基準は,実務会計士が実施するすべての保証業務および進
行中の関連する基準の制定のための枠組みを確立するものである(5)｡保証業
務には,図1のように財務諸表監査や公共セクターの監査,および財務諸表
のレビュー業務が含まれるoただし,その基準は,CICA の監査基準審議会
および公共セクター会計監査基準審議会が公表した現行の監査およびレ
ビュー基準に代わるものではない.実務会計士が基準の存在する業務 (例え
ば,財務諸表監査,VFM 監査または財務諸表のレビュー)を実施する場合
は,職業上の責任を果たすためにそれらの特定の基準に従わなければならな
い(6)0
-万,JICPA試案の ｢前文｣によれば,JICPA試案は公認会計士がその資
格をもって行う種々の情報に対する証明業務の包括的指針となるものであ
る｡しかし,監査基準で用いられている ｢監査｣という用語との関係を考慮
し,それと区別するために ｢監査相当業務｣という用語が用いられており,
財務諸表の監査基準のための包括的な枠観みわ位置付けではない｡わが国で
は,監査基準を大蔵省企業会計審議会が定めていることから,財務諸表監査
を含む公認会計士の証明業務の包括的基準を公認会計士協会が設置した研究
会が提示することは難しいと考えられる｡
4.証 明対 象
CICA保証業務基準は,保証業務を ｢二者以上の当事者間の説明責任関係
(accountabilityrelationship)に基づいて,実務会計士が,説明責任のある当
事者が責任を負う対象事項 (subjectmatter)に関して結論を表明する書面
による報告書を発行する業務｣(7)と定義し,図2を示している(8)O
(5)Ibid,par5025.01
(6)Ibid,par.5025102.
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実務会計士 賓任当事者
図2 保証業務の3当事者
説明責任関係は保証業務の前提条件であるQ説明責任関係は,ある当事者
(責任当事者)が対象事項に関して他の当事者 (利用者)に対して責任があ
る場合,または他の当事者に対象事項に関して報告することを任意に選択す
る場合に生じる(9)｡実務会計士の報告書は,保証業務が証明業務 (attest
engagement)か,または直接報告業務 (directreportingengagement)であ
るかによって異なる｡証明業務では実務会計士の結論は責任当事者が作成し
た書面による言明 (assertion)に対してなされる｡その言明は,適切な規準
(criteria)を用いて,責任当事者が責任を負う対象事項を評価する｡直接報
告では,実務会計士の結論は,適切な規準を用いて責任当事者が責任を負う
対象事項を直接評価する(10)acICA保証業務基準は,責任当事者の言明が対
象事項を評価する場合だけでなく,実務会計士の結論が対象事項を直接評価
する場合にも説明責任関係が存在しているとするのである｡
これに対して,JICPA試案の ｢前文｣は次のように述べている｡
｢保証業務｣概念が含意する領域には,責任当事者の言明(assertion)のない情報
(7)Ibid.par5025.03.
(8)Ibid"par.502507
(9)Ibid,par.5025.04
(10)Ibid,par5025.05.
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やパフォーマンスやシステムを直接の保証対象とするものもあり (したがって,二
重責任原則が必ずしも明確でない),業務対象が拡散しすぎ,公認会計士の責任が不
明確となるおそれがある｡そこで,とりあえず当研究会が公表する本基準試案は,
｢保証業務｣概念ではなく,伝統的な ｢証明業務｣(attestation)概念に準ずるもの
とした｡
JICPA試案が予定する業務は,CICA保証業務基準の証明業務に該当す
るo Lかし,上記引用文中の ｢とりあえず｣ とい う表現から,将来的には
CICA保証業務基準にいう直接報告業務についても含みを持たせたものと理
解できよう｡
5.保 証 水 準
CICA保証業務基準は,保証業務において付与される保証水準について次
のように述べている(ll)0
実務会計士は,理論的には保証業務において付与される水準をどのようにでも変
えることができるはずである｡しかし,利用者が実務会計士によって付与されてい
る保証の水準を理解しやすいように,本基準は保証を二つの明確な水準,すなわち,
高い水準と中位の水準に限定するO
監査業務では,実務会計士は,絶対的ではないが,実務会計士の職業的判
断において不適切な結論のリスクを実査,立会,質問,確認,計算,分析お
よび討議等の手続に よって低 い水準に下げ られ るように手続を立案す
る(12)｡ レビュー業務では,実務会計士は,職業的判断において不適切な結論
(ll)Ibid.,par.5025.10
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のリスクを通常質問,分析および討議に限定される手続によって中位の水準
に下げられるように手続を立案することによって中位の水準の保証を付与す
るOそのようなI)スクは,収集した証拠によって対象事項がその状況でもっ
ともらしい (plausible)と結論することができる場合に中位の水準に下げら
れる(13)0
｢もっともらしい｣という用語に関して,CICAノ＼ンドブック中の財務諸
表のレビュー業務基準では,｢レビューに関連して公共会計士によって入手
された情報に基づいて信じる価値があるように見えるという意味で用いられ
る｡｣(14)と述べられているo
JICPA試案も,CICA保証業務基準と同様,保証水準を高い水準と中位の
水準に限定している｡その限定の理由について,｢解説｣は ｢保証水準につい
ては ｢高い｣,｢中位｣以外もあり得るが,報告書の利用者の誤解を避けるた
め,IFAC基準案や SSAE第1号と同様 2種類とした｡｣と述べており,
CICA保証業務基準と異なるところはない｡
JICPA試案の一般基準,3,(4)は,中位の水準の保証に関して,｢公認会計
士等の結論により中位の水準の保証が付与されるのは,公認会計士等が,莱
務上のリスクを中位の水準以下に抑えるのに十分かつ適切な証拠を入手でき
た場合であるo｣と述べている｡表現の違いはあるが,CICA保証業務基準と
実質的な違いはないであろうoCICA保証業務基準の ｢もっともらしい｣と
いう用語は,今後わが国で ｢業務上のリスクを中位の水準以下に抑える｣こ
との意味合いの検討において参考となると考えられる｡
(12)Ibid,par,5025.ll
(13)Ibid.,par5025.12
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6.レビュー報告書の留保事項
(1) CICA保証業務基準
CICA保証業務基準では,実務会計士の結論は高いまたは中位の水準の保
証を伝達するか,保証に留保事項 (reservations)を伴うか,あるいは留保事
項を伝達する｡実務会計士は,中位の水準の保証を付与する場合,レビュー
に基づいて情報がすべての重要な点において適切な規準に準拠していないと
信じさせる事項はなかったかどうかを示す(15)｡留保事項が表明されなければ
ならないのは,以下の場合である(16)0
(a)対象事項の規準-の準拠性の1つまたはそれ以上の側面を評価する十分か
つ適切な証拠が入手できない｡
(b)直接報告業務の場合,対象事項が規準に準拠していないと結論する｡
(C)証明業務の場合,(i)マネジメントの言明が,用いられた規準を適正に表示
していない,(i)マネジメントの言明が,対象事項を規準に準拠して適正に
表示していない,あるいは(主il)必須の情報が表示されていないか,または不
適切な方法で表示されていると結論する｡
(a)の場合には,実務会計士は留保事項を結論の限定または差控え (denial)
の形式で表明しなければならない(17)0 (b)または(C)の場合には,実務会計士は
留保事項を結論の限定または否定 (adverse)の形式で表明しなければなら
ない(18)｡cICA保証業務基準は,留保事項の報告書上の取扱いについて,監
(14)Ibid"par810005
(15)Ibid.,par.5025.71.
(16)Ibid.,par.5025.78
(17)Ibid.,par,5025.81.
(18)Ibid.,par.5025.83.
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査とレビュ-を区別していないことから,当然レビューにも適用されるo
JICPA試案は対象事項-の直接報告を予定していない｡また,JICPA試案
では,｢中位の水準の保証を付与する証明業務の結論は,証明対象が重要な
点で適用される基準(19)に準拠していないと信じさせる事項が認められたか
どうかについて明瞭に表明されなければならない｡｣とされ,(C)(i)および(ui)
は直接的には結論の表明の対象ではない(20)｡そこで,CICA保証業務基準を
JICPA試案と比較するために,報告書における留保事項の(a)および(C)(i)の
取扱いについて整理すると,図3のようになる｡
図3 CICA保証業務基準
レビュー業務における結論表明の判断プロセス
(19)CICA保証業務基準の規準に該当する｡
(20)JICPA試案の ｢証明対象が適用される基準に準拠していないと信じさせる事項が認
められたかどうか｣には,CICA保証業務基準の ｢マネジメントの言明が,用いられた
規準を適正に表示しているかどうか｣および ｢必須の情報が表示されていないか,また
は不適切な方法で表示されているかどうか｣も含まれると考えられるが,便宜上除いて
考察する0
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(2)留保事項の例示
CICA保証業務基準には報告書の例示がないが,財務諸表のレビュー業務
基準は留保事項がある場合の報告書の例を示 している｡すでに述べたよう
に,CICA保証業務基準は,財務諸表のレビュー基準を包括する基準である
から,当然留保事項の報告書上の取扱いは同じであると考えるべきである｡
そこで,留保事項の考察のために,以下,財務諸表のレビュー業務基準付録
に示されている報告書の結論パラグラフを引用する(21)｡
(丑 一般に認められた会計原則からの離脱の結果としての限定報告書 (その
影響が決定できない場合)｡
我々のレビューに基づいて,前パラグラフで述べた持分法による会計処理がされ
ていないことを除き,上記財務諸表がすべての重要な点で一般に認められた会計原
則に準拠していないと信じさせる事項には気づかなかったO
② 一般に認められた会計原則からの離脱の結果としての否定的報告香
我々のレビューの結果は,前パラグラフで述べた子会社への投資が会計上連結さ
れていないことを理由として,上記財務諸表は一般に認められた会計原則に準拠し
ていないことを示している｡
③ レビューを完了できなかった結果としての限定報告書
前パラグラフで述べた売掛金のレビューを完了することができたならば必要と決
定したかもしれない修正の影響を除き,上記財務諸表がすべての重要な点で一般に
(21)CICA,opcit"8200.B
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認められた会計原則に準拠していないと信じさせる事項には気づかなかった｡
④ 差控え報告書
前パラグラフで述べたように,我々はレビューを完了できなかったため,上記財
務諸表がすべての重要な点で一般に認められた会計原則に準拠しているかどうかに
関していかなる保証も表明できない｡
(3) JlCPA試案
JICPA試案は,報告基準 3.で ｢公認会計士等は,レビュー相当業務に係
る報告書に除外事項を記載する場合はその旨,結論の表明を差控える場合は
その旨及びその理由を明瞭に記載 しなければならない｡｣ と規定 し,続いて
以下の説明基準を示 しているQ
(1)公認会計士等は,証明対象が重要な点で適用される基準に準拠していないと信
じさせる事項が認められたが,その影響が報告書の発行を取りやめるほどには重
要でない場合には,除外事項を付した結論を表明しなければならないo
(2) 公認会計士等は,業務の範囲に制限があった場合には,結論の表明を差控えな
ければならない｡
(3) 公認会計士等は,証明対象が重要な点で適用される基準に準拠していない場合
には,報告書の発行を取りやめなければならない｡
レビュー相当業務の報告書における結論表明の判断プロセスについて,
｢解説｣は図4を示している｡
(4) 範囲の制限
JICPA試案では,レビュー相当業務において業務の範囲に制限があった場
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図4 JICPA試案
レビュ 相ー当業務における結論表明の判断プロセス
合には,除外事項を付した結論とはならず,結論の表明を差控えることにな
る｡その理由について,｢解説｣は次のように述べているO
レビュー相当業務は監査相当業務に比べ業務の範囲が相当に狭いものであるか
ら,さらに業務の範囲に制限があったならば中位の水準の保証を付与することはで
きないと考えられるCさらに,消極的保証の形式において範囲の制限を除外事項と
して表現する,すなわち ｢もし範囲の制限がなかったなら明らかになったであろう
影響を除き,--イ言じさせる事項は認められなかった｣と表現することは文章的に
も,また公認会計士等の責任上も意味をなさないと考えられる｡
しかし,CICA保証業務基準は,上記のように表現することは文章上意味
をなし,ある水準の保証を表明できると考えている｡これには,言語的,文
化的な背景があるものと考えられ,両基準に優劣をつけるのは困難であろ
う｡ しかし,JICPA試案の立場に関して議論が生 じることも予想される｡
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(5) 報告書発行の取りやめ
JICPA試案では,証明対象が重要な点で適用される基準に準拠していない
と信 じさせる事項が認められた場合には,報告書の発行を取 りやめなければ
ならないこととされている｡その理由について,｢解説｣は次のように述べて
いる｡
これは,消極的保証の形式での結論の表明には否定的結論はないものと考えられ
るからであるoちなみに,アメリカ公認会計士協会 ｢会計およびレビュー業務基準
書｣は同様の考えをとっている｡発行を取りやめる場合については,債務不履行と
されることを防止するために,責任当事者と文書で合意しておくべきである｡
CICA保証業務基準が想定する否定的結論は,上記財務諸表のレビュー報
告書の否定的結論と同様,｢我々のレビューの結果は,マネジメントの言明
が対象事項を規準に準拠して適正に表示していないことを示 している｡｣と
表現されると考えられる｡監査よりも相当に範囲が狭いレビューで,CICA
保証業務基準が想定する否定的報告書を発行することが可能かどうか疑義が
ある｡
(6) lFAC基準案
CICA保証業務基準の影響を受けているIFAC基準案の報告書上の留保事
項の取扱いは次のとおりである(22).
次の場合には,結論の留保を明確に表明しなければならない｡
(a)会計士が対象事項のいくつか,またはすべての側面において特定された規準に
準拠していないとの見解をもつ,または
(22)IFAC,opcit"par81
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(b) 責任をもつ当事者によって作成された言明が特定された規準に照らして不適切
であるO
会計士は,対象事項の特定された規準への準拠性の一つまたはそれ以上の側面を
評価するために十分かつ適切な証拠を入手できなかった場合には,結論の差控えを
表明しなければならない｡
業務範囲の制限の表現は CICA保証業務基準と同じであるが,CICA保証業
務基準と異なり,範囲の制限がある場合,除外事項を付した消極的保証の表
明は認められていない｡また,言明または対象事項が規準に準拠していない
場合,否定的結論があり得るのかどうかについては明らかではない｡
IFAC基準案が確定する際に,範囲の制限がある場合の基準に変更がある
か,あるいは否定的結論について明確な基準が設けられるかどうか予想で普
ないが,JICPA試案はIFAC基準案では明確になっていない事項について明
らかにされているといえよう｡
7.むすびに代えて
CICA保証業務基準と同様,IFAC基準案においても,保証業務基準は財
務諸表監査基準を包括する基準とされ,公認会計士の保証業務基準の体系化
が図られている(23)｡すでに述べたように,わが国では財務諸表の監査基準は
大蔵省企業会計審議会が設定しているが,そのことが公認会計士証明業務の
基準の体系化を困難なものとしている｡
カナダやIFAC,あるいはアメリカのように公認会計士の証明業務の基準
を体系的なものとするためには,財務諸表の監査基準の設定主体を大蔵省企
業会計審議会から日本公認会計士協会に移すべきであると考える｡最近,会
(23)Ibid,Preface,par.6.
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計基準設定主体を企業会計審議会から民間に移すべきであるとの議論が財界
等から出されているが,監査基準の問題が先決ではないだろうか｡監査基準
は職業会計士が自らを規律するものであるから,自らが設定主体となること
は当然と考える｡
証明対象については,まず証明業務と証明基準の啓蒙ありきという現状に
鑑みると,当面責任当事者の言明を証明対象とするのは現実的であると考え
る｡しかし,すでに述べたように,言明のない情報やパフォーマンスやシス
テムを直接保証対象とする必要性が生じてくる場合には,証明業務基準はそ
のような対象事項-の直接報告にも対処しなければならないであろう｡次
に,わが国では,レビュー相当業務が付与する保証水準が中位であるとのコ
ンセンサスが定着するには時間を要すると思われるカ㍉ 諸外国でレビュー業
務が発生した経緯については,わが国だけ無縁ではないであろう｡最後に,
レビュー報告書の留保事項については,IFAC基準案のゆくえにもかかって
いるが,いましばらく議論となる可能性は否定できない｡
自ら作成に関わった JICPA試案の検討を行うことにはとまどいがあった
が,CICA保証業務基準と比較することによって,JICPA試案の基準として
の性格がより明らかになったと思われる｡
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